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安全・安心な社会の実現                         ●研究動向・成果
 

 

密集市街地における建て替え等       

整備の阻害要因の解消に向けて 

 

都市研究部 都市開発研究室 主任研究官 勝又 済 

同   都市防災研究室 主任研究官 竹谷 修一 

（キーワード）  密集市街地整備、建て替え、権利関係、借地、高齢者 

 

１． はじめに 

2001年12月の都市再生プロジェクト第３次決定

において、全国約8,000haの重点密集市街地を10

年間で解消することとされる等、密集市街地の防

災性の向上は緊急の課題であるが、接道不良・狭

小敷地、複雑な権利関係、権利者の高齢化等が主

要因となり、建て替え等の市街地整備が滞ってい

る地区が多い。そこで、主にこれまで対応の遅れ

ていた借地を始めとする複雑な権利関係の問題に

焦点を当て、課題の現状や権利者ニーズを把握し

つつ、これら課題に対応した整備方策のあり方を

検討する調査研究に取り組んでいるところである。 

 

２． 借地の分布状況の把握 

密集市街地における権利関係に関する地域特性

を把握するため、東京都区部及び大阪府市部を対

象に2003年住宅・土地統計調査データの町丁目別

集計を行った。例として、東京都区部における一

戸建・長屋建持家住宅の借地率の分布を図－１に

示す。借地率が高い町丁目は、主に荒川区、墨田

区等の区部東部の下町エリアや大田区に拡がって

おり、借地率が50％を超える町丁目も多い。 

 

３． 借地をめぐる課題と権利者ニーズの把握 

借地をめぐる権利者ニーズ等の実態を把握する

ため、東京と大阪から一戸建・長屋建持家住宅の

借地率の高い密集市街地を抽出し、所有権者と借

地権者にアンケートおよびヒアリング調査を行っ

た。その結果、借地・持家では、持地・持家に比

べて世帯主の高齢化の進行が著しいこと、建て替

え資金や地主への承諾金の工面の困難さが要因で、

建て替えが停滞していること（図－２）、高齢地

権者は住まいよりも健康面に不安を感じているこ

と、子供の借地・持家の相続意向は親の意向より

も強くはないこと、等の傾向が明らかとなった。 

 

４． おわりに 

今後はこれまでに得られた成果を踏まえ、地方

公共団体の先進的取り組み事例の分析や、事業効

果に関するモデルスタディを行いつつ、整備促進

方策に関する検討を行っていく予定である。 

 

http://www.nilim.go.jp/lab/jeg/index.htm

（都市開発研究室） 

http://www.nilim.go.jp/lab/jdg/index.htm

（都市防災研究室） 

図－１ 一戸建・長屋建持家住宅の借地率の分布 
（東京23区，2003年住宅・土地統計調査） 
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図－２ 所有関係別にみた住宅の建築時期 
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図－１ ワイヤレス漏水量計によるデータ送受信方法

重力式コンクリートダム堤体を透過する 

無線通信技術の適用性について 
 

河川研究部 水資源研究室 研究官 大谷 知樹 

（キーワード） ダム、堤体観測データ、低周波電磁波、無線通信技術 

 

１．研究の背景と目的 

ダムの安全管理のために計測すべきものとして、

「河川管理施設等構造令」では、漏水量、揚圧力、

浸潤線および変形量が定められている。これらの

計測は平常時の安全管理だけでなく、地震等の自

然災害時におけるダムの安全性の確認のために非

常に重要である。これらの観測については、監査

廊内等にて手動で計測しているダムも多数存在す

る。本研究では、これら堤体観測データの効率的

な収集のために、土中や水中間の通信技術として

実用化されている低周波電磁波による無線通信技

術を用いた「ワイヤレス漏水量計」を製作し、現

地調査を実施し、コンクリートを透過するデータ

の送受信方法としての適用性について調査した。 

 

２．調査結果 

本研究で検討した漏水量の計測とそのデータ

の送受信方法を図－1に示す。監査廊内の漏水量の

計測は水圧センサを内蔵した漏水量計により行い、

計測したデータは、低周波電磁波（周波数：8.5kHz）

を搬送波として送出し、これをダム堤体天端で受

信する。 

重力式コンクリートダム3ダム（堤高：33m～49m）

において、通信距離の影響を把握するために、送

信機と受信機の位置を種々設定して計測した。 

全3ダムでの現地調査による通信距離と受信磁

界強度の関係を図－2に示す。 

この結果から、気中での通信における磁界強度

の減衰率とコンクリートにおける減衰率は同程度

であり、コンクリートを透過することによる磁界

強度の減衰はあまりないことが分かった。ただし、

監査廊の周辺のコンクリート内部にある鉄筋によ

るものと考えられる磁界強度の低減がみられる。

また、減衰特性を考慮すると、ノイズの影響が小

さい位置を選定して通信を実施することにより、

80m程度の通信距離まではデータの送受信が可能

であると考えられる。 

本研究成果により、低周波電磁波を用いた無線

通信技術は、重力式コンクリートダムにおいても

十分に適用可能であることが示された。また、こ

の通信技術により、重力式コンクリートダムを透

過する通信が可能であったことから、他のコンク

リート構造物における通信方法としての適用も考

えられる。 

 

http://www.spat.nilim.go.jp/portal 

（「社会資本の管理技術の開発」ホームページ） 

図－２ 磁界強度の減衰特性 
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